
2007年度 修士学位論文一覧

専 攻 コース 氏 名 論文テーマ（学位授与記録簿)

法 学 研 究 中 村 悠 人 ドイツにおける刑罰論の展開――カント・ヘーゲルの刑罰論を中心に――

法 学 研 究 松 倉 治 代 ドイツにおける Nemo tenetur 原理の歴史的展開とその根拠論

法 学
ビジネス
・ロー

竹 内 章
国税の付帯債務である重加算税――納税者以外の第三者の行為による重加
算税賦課の可否――

法 学
ビジネス
・ロー

水 島 智 光
名誉毀損に対する民事的救済手段の検討――マスメディアによる名誉毀損
への対策を中心に――

法 学
ビジネス
・ロー

浅 野 綾 株主平等の原則と非公開会社における株主権の考え方

法 学
ビジネス
・ロー

井 上 美 香
労働債権に配当した破産管財人の源泉徴収義務――適正な課税方法の検
討――

法 学
ビジネス
・ロー

上原有加里 敵対的買収防衛策の必要性とその範囲

法 学
ビジネス
・ロー

宇津木壽子 化粧品の流通系列化と価格支配

法 学
ビジネス
・ロー

岡 本 章 吾 租税回避に対する「私法上の法律構成による否認」論の批判的考察

法 学
ビジネス
・ロー

金 子 勉 親族間における所得の帰属について――所得税法12条の考察を中心に――

法 学
ビジネス
・ロー

川 本 悠 介 税法における住所判断と租税回避目的

法 学
ビジネス
・ロー

楠 木 明 理 錯誤無効と後発的な更正の請求について

法 学
ビジネス
・ロー

黒 田 雅 之 年金受給権と年金を巡る課税関係の法的再検討

法 学
ビジネス
・ロー

坂 戸 祐 介
借入金利子の税法的性格の検討――通達38－８の解釈に対する疑問も含め
て――

法 学
ビジネス
・ロー

佐 藤 悠 成果主義に基づく人事労務管理を法的に問う

法 学
ビジネス
・ロー

清 水 美 甫
ワーク・ライフ・バランス～家族を構成する個人の尊厳と男女の平等が中
立的に保障される社会に向けた政策とその課題～
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法 学
ビジネス
・ロー

園 山 聡 子 電子記録債権法における求償関係に関する考察

法 学
ビジネス
・ロー

谷川亜由美 原作付き漫画の部分的利用と権利関係

法 学
ビジネス
・ロー

鳥 居 直 史 私法体系における新信託法の位置づけ

法 学
ビジネス
・ロー

西 浦 雅 人
税理士の独断による隠ぺい仮装行為が納税者に帰属しないことについて～
代理人が税理士であるか税理士以外の者であるかを区別すべき点から～

法 学
ビジネス
・ロー

東 岡 宏
消費税法の簡易課税制度における製造業の業種区分判定について――歯科
技工所事件の検討を中心に――

法 学
ビジネス
・ロー

久岡ちひろ
外国税額控除制度における外国法人税の意義とタックス・ヘイブンの関係
性

法 学
ビジネス
・ロー

平 井 利 枝 取得時効の援用を巡る相続税の更正の請求の再検討

法 学
ビジネス
・ロー

古田ひとみ 消滅時効における援用権者の範囲に関する一考察

法 学
ビジネス
・ロー

古 殿 哲 士
合意解除後の新たな遺産分割を巡る課税問題――相続税課税と贈与税課税
の限界――

法 学
ビジネス
・ロー

前田圭以子 NPO 法人の有償ボランティア活動の非収益事業該当性

法 学
ビジネス
・ロー

槇 あずさ 信託受託者の第三者に対する責任

法 学
ビジネス
・ロー

宗 盛 大 生
譲渡所得の金額の計算上控除する譲渡費用の範囲について――最高裁平成
18年４月20日判決からみる譲渡費用の範囲の解釈――

法 学
ビジネス
・ロー

山 村 英 之 関係会社に対する利益供与・損失負担等の寄附金該当性

法 学
ビジネス
・ロー

山 本 梢 所得税法64条２項の適用要件

法 学
ビジネス
・ロー

吉 村 耕 輔 消費税法28条対価の額についての考察――個別消費税の事案を中心に――

法 学
ビジネス
・ロー

金 鋼 外国判決の承認・執行に関する日中比較――「相互の保証」要件を中心に

法 学
ビジネス
・ロー

松 本 清 代 外国政府機関（大使館)及びその職員の納税義務について
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法 学
シビック・
ガバナンス

赤 司 聡
地方自治体における法定外税を導入するための問題点――横浜市馬券税に
関する総務大臣不同意を中心に――

法 学
シビック・
ガバナンス

折 田 優 貴 高年齢者雇用の法政策――継続雇用制度と65歳現役社会構想――

法 学
シビック・
ガバナンス

勝 又 大 介 規制緩和時代の経済的自由――福祉国家の検討を通じて――

法 学
シビック・
ガバナンス

葛 島 夏 木 教育領域に潜む government speech

法 学
シビック・
ガバナンス

北 川 泰 宏
大量破壊兵器の不拡散のための国際協力と海洋法との問題点――無害通航
権と PSI を例に――

法 学
シビック・
ガバナンス

櫛 田 智 文
罪を犯したる者の個人情報の保護――再犯防止措置対象者登録制度の妥当
性――

法 学
シビック・
ガバナンス

佐 藤 大 資 両立支援における企業と地方自治体の役割と今後の課題

法 学
シビック・
ガバナンス

中 川 浩 之 事実婚の法的保護――限界と可能性――

法 学
シビック・
ガバナンス

西 本 佳 織
｢寡婦」控除規定から見る非婚母子世帯への差別――差別なき控除制度を
目指して――

法 学
シビック・
ガバナンス

西森菜津美 表現の自由と著作権――パロディ表現物に関する憲法学的検討――

法 学
シビック・
ガバナンス

白子なつ子 道州制についての一考察――地方制度調査会第２８次答申をめぐって――

法 学
シビック・
ガバナンス

橋本眞奈美 立憲主義と絶対平和主義――「穏和な平和主義」をめぐって――

法 学
シビック・
ガバナンス

平 川 浩 之
第二次湾岸戦争は国際法上正当化された武力行使なのか～安全保障理事会
による授権があったのかという問題を中心に～

法 学
シビック・
ガバナンス

藤 本 悟
｢協働」の事例における行政の責任――国家賠償法１条の「公務員」概念
に着目して――

法 学
シビック・
ガバナンス

古 川 英 里 生活保護の適正化にむけて～国庫負担率からのアプローチ～

法 学
シビック・
ガバナンス

松 﨑 賢 二 保育所の民営化・民間委託の行政法学的検討

法 学
シビック・
ガバナンス

松 田 美 幸 在宅医療廃棄物適正処理の検討～企業と排出者の責任を踏まえて～
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法 学
シビック・
ガバナンス

森 慈 子 インターネットにおける表現と名誉毀損

法 学
シビック・
ガバナンス

阪 本 剛 之
農地保全手法の現状と課題――農地転用制度と農業振興地域制度を中心と
して――

法 学
法 政
リサーチ

大上紗也華
犯罪防止のための施策に関する考察――社会福祉的観点からのアプロー
チ――

法 学
法 政
リサーチ

大 塩 綾 子
外国税額控除制度に対する考察――外国税額控除制度の余裕枠を利用した
取引の検討――

法 学
法 政
リサーチ

大塚真由美 理事長の横領と源泉徴収義務について

法 学
法 政
リサーチ

奥 村 友 理 保証人の保護――特に個人保証について――

法 学
法 政
リサーチ

尾 﨑 仁 美 旅行業約款の変遷と旅行契約の性質決定

法 学
法 政
リサーチ

尾 谷 美 紀 適正な事実認定について――日野町事件を題材に考える――

法 学
法 政
リサーチ

元 古 寛
不動産譲渡担保の法律構成と公示方法――第三者との関係を中心とし
て――

法 学
法 政
リサーチ

榊 原 啓 悟
生と死の等価性とその相克～自殺関与の非犯罪化と同意殺、安楽死に関す
る一考察～

法 学
法 政
リサーチ

田 中 淳 PL 法をめぐる現状と推定規定

法 学
法 政
リサーチ

築 山 正 信
地方自治の二元代表制における議会の役割と課題――四條畷市議会および
議員の活動分析を通じて――

法 学
法 政
リサーチ

西小路昌宏
消費者･事業者間への行政の介入～被害者救済・違法利益吐き出しのため
の新たな制度導入～

法 学
法 政
リサーチ

山 口 大 樹 マルチ商法の違法性

法 学
法 政
リサーチ

村 上 洋 輝 違憲審査権の性格に関する一考察――司法権概念の再検討を通じて――

法 学
法 政
リサーチ

金 光 誠
自己同一性に親密な関係と出自認識の相関関係が与える意味と重要性につ
いて――生殖補助医療（ART）により出生する子の出自を知る権利を通
じて――
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